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［背景・ねらい］ 

ハマダイ等のマチ類は、沖縄県の重要な漁獲対象種である。しかし、その漁獲量は、1980
年の 2,159 トンをピークに減少を続け、2004 年には盛期の約１割にまで減少した。このような

背景から、マチ類の資源回復を図るため 2005 年 10 月より沖縄海域に保護区を設定した。そこ

で、保護区内の資源状況を調査し、保護区設定の効果を明らかにした。 
 
 
［成果の内容・特徴］ 

2006～2011 年（原則として 8・10 月の年２回）に、北大九曽根の保護区（面積約 345 km2）

において漁業調査船「図南丸」による底立延縄調査（全 38 操業）を行った結果、以下のこと

が分かった。 
１．保護区内での操業１回あたりのハマダイの漁獲尾数・漁獲量の経年変化は（図１）、周年保 

護であった期間中（2006～2009 年）、増加する傾向が認められ、2009 年には漁獲尾数・量 
ともに、保護区設定当初の約３倍（11.3 → 28.8 尾；21.9 → 54.2 kg）に達した。しかし、 
期間的な保護となった 2010 年以降では設定当初よりも低い値で推移した。 

２．保護区内における尾叉長組成は（図２）、2006 年の体長 28～30 cm および 33～48 cm の」 
個体でモード推移が明瞭であり、保護区内での成長が認められた。しかし、期間的な保護と 
なった 2010 年以降では、これらのモード推移は不明瞭となった。 

３．保護区内におけるハマダイの成熟体長（68 cm）以上の個体は少なく（1.4～10.1％）、調 
査期間中、明瞭な変化は認められなかった。 

 
 
［成果の活用面・留意点］ 
１．本研究成果は、ハマダイの資源管理策を検討する上で考慮すべき重要な知見である。 
２．本種は、親魚資源が極めて少なく、親魚保護を早急に行う必要がある。 
３．現行の期間的な保護区では、十分な親魚保護効果が期待できず、少なくとも 10 年以上の 

長期的スパンで周年の保護区を設定し直す必要がある。 
４．今後、本種の浮遊期等の初期生態も調査し、再生産・加入への寄与の度合いも含めて総合 

的に資源管理方策を検討する必要がある。 
 

（技術名）ハマダイの親魚保護に向けた北大九曽根の周年保護区設定の必要性 

（要約）北大九曽根におけるハマダイの保護区設定に伴う効果を検証した。同保護区にお

ける周年の保護期間中は、本種の個体数やサイズの増大など一定の保護効果が認め

られたが、期間的な保護に伴い顕著に減少した。また、成熟までに 10 年以上を要す

本種は、親魚資源の保護に少なくとも 10 年以上の長期的な保護が必要であると考え

られた。 
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［具体的データ］ 

図１ 保護区における一回操業あたりのハマダイの平均漁獲尾数・量
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図２ 漁獲調査による北大九曽根保護区内のハマダイの尾叉長組成
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